
 

中国移転価格と PE 課税における日本企業への影響 
 

～直近の改正内容を踏まえて、理論・実務とリスク回避の諸施策を学ぶ～ 

Mizuno Consul tancy Holdings 
Ltd 代表取締役社長  水野真澄氏  

1987年丸紅入社。財務・経理関連部署で勤務後、2001年よりコン

サルティング業務を展開。2008 年 8 月末に丸紅を退社し、Mizuno 

Consultancy Holdings（日本・香港・上海・広州・深セン・ベトナ

ムに拠点有り）を設立。 

税理士法人山田＆パートナーズ  
代表社員／パートナー 
亜瑪達商務諮詢（上海）有限公司 董事長 
税理士   春田憲重氏 

2000年税理士法人山田＆パートナーズ入社、2005年名古屋事務
所長を経て、2011年より中国赴任。2013年に上海現地法人立ち
上げ、2018 年より海外事業部長を兼務。中国進出、組織再編、
MA、撤退、国際相続等の案件を手掛ける。著書「中国進出企業の
ための移転価格税制ハンドブック」同文館出版 

 

■申込・参加要領  ： 当会ホームページからお申込みください。ＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail からもお申込み頂けます。 
後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HP にてご確認いただけます。（[セミナー・会員研究会]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 セミナー事業グループ 担当／民秋 E-mail:tamiaki@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2MFPR 麹町ビル 2Ｆ 【ＤＭ変更連絡】03-5215-3512 
 
 

２０１９年 １２月 １９日（木） １３：００～１７：００ 

企業研究会セミナールーム（東京・麹町） 

中国では、年々、非居住者課税の強化が実施されていますが、その中で、大きなリスクを持つ可能性があるものが、移転価

格と恒久的施設（PE）課税です。近年、特に中国のPE認定事例が急増しています。そこで、今回のセミナーでは、中国のPE

認定に関する理論・実務とリスク回避のための注意点を解説します。 

 

 

【第１部】13:00 ～ 15:00   
 

『中国における PE 課税の理論と実務』 
 
 Mizuno Consultancy Holdings Ltd 代表取締役社長  水野真澄 氏 
 

１．租税条約における PE の定義と国内法との関係 

２．PE 認定によって生じる税務リスクの内容 

３．中国における PE 認定事例 

４．出張者派遣に伴う PE 認定の概要と実務運用の注意点 

５．出向者の派遣と PE 認定 

６．PE 課税に関する今後の展望 

３５，２００円（本体価格 ３２，０００円） ３８，５００円（本体価格 ３５，０００円） 

税込・資料代含 

中国移転価格と PE 課税における日本企業への影響 

開催にあたって 

191749-0906 

【第 2 部】15:10 ～ 17:00  
  

『中国移転価格税制の動向と実務上の留意点』 
 
税理士法人山田＆パートナーズ 代表社員／パートナー 
亜瑪達商務諮詢（上海）有限公司 董事長 税理士 春田憲重 氏 
 
１．移転価格税制の概要 

２．中国における移転価格税制をめぐる状況について 

３．中国移転価格税制の特徴と実務上の留意点 

４．日本における移転価格税制をめぐる状況について 

５．移転価格リスクへの対応方法 

６．グローバルタックスプランニングについて 


